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○王寺町福祉医療費資金貸付要綱 

平成１７年３月１８日 

告示第１１号 

改正 平成２３年３月１８日告示第２３号 

平成２３年６月２０日告示第５８号 

平成２４年３月１５日告示第２４号 

平成２７年７月３１日告示第３３号 

平成２７年１２月２８日告示第５３号 

（目的） 

第１条 この要綱は、福祉医療費助成条例等の規定に基づく福祉医療

費助成金の受給者資格を有する者のうち、医療機関等に対して支払

わなければならない医療費の一部負担金等（以下「一部負担金等」

という。）の支払いが困難な者に対して、一部負担金等の支払いに

充てる資金（以下「資金」という。）を貸し付けることにより、生

活の安定及び自立を促すことを目的とする。 

第１条の２ 第１条に規定する福祉医療費助成条例等は、次に掲げる

ものをいう。 

(1) 王寺町子ども医療費助成条例（昭和６１年６月王寺町条例第２

６号） 

(2) 王寺町心身障害者医療費助成条例（昭和６１年６月王寺町条例

第２４号） 

(3) 王寺町ひとり親家庭等医療費助成条例（昭和６１年６月王寺町

条例第２５号） 

(4) 王寺町重度心身障害老人等医療費助成要綱（平成７年３月王寺

町告示第８号） 

（貸付対象者） 

第２条 資金の貸付対象者は、本町が行う福祉医療費助成条例等の規

定により医療費の助成を受けることができる者のうち、本人、配偶

者又は民法第８７７条第１項に規定する扶養義務者（子ども医療費

助成制度においては条例で定める主たる養育者）の所得金額が次の

表の右欄に定める額以内のものとする。 

世帯人員数 金額 

１人 ２，０８８，０００円 

２人 ２，８０８，０００円 

３人 ３，５２８，０００円 
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４人 ４，２４８，０００円 

５人 ４，８９６，０００円 

６人以上 ４，８９６，０００円に世帯人員数が５人を超え１人

増えるごとに、６４８，０００円を加算した額 

（貸付申請） 

第３条 福祉医療費助成事業の受給者のうち、福祉医療費資金貸付資

格の認定を受けようとする者（以下「資格認定申請者」という。）

は、あらかじめ福祉医療費資金貸付資格認定申請書（様式第１号。

以下「認定申請書」という。）に所得証明を添付して、町長に提出

しなければならない。 

２ 町長は、前項の所得証明を公簿等によって確認することができる

ときは、当該書類を省略させることができる。 

（貸付資格の決定） 

第４条 町長は、前条の規定による認定申請書等を受理したときは、

内容を審査し、資金の貸付資格の適否を決定し、その旨を資格認定

申請者に通知するものとする。 

２ 町長が資金の貸付資格を有すると決定したときは、福祉医療費資

金貸付資格認定証（様式第２号）を交付するものとする。 

３ 町長が資金の貸付資格を有しないと決定したときは、福祉医療費

資金貸付資格不認定通知書（様式第３号）を交付するものとする。 

（貸付対象となる医療費） 

第５条 資金の貸付対象となる医療費は、福祉医療費助成条例等に定

める助成金に相当する額及び高額療養費の支給見込額であって、一

部負担金等の額が１万円以上３０万円以下であるものとする。 

（貸付けの申請） 

第６条 資金の貸付資格を有する者で貸付けを受けようとする者（以

下「貸付申請者」という。）は、福祉医療費資金貸付申請書（様式

第４号。以下「貸付申請書」という。）に医療機関等から発行され

た請求書を添付し、診療等を受けた月の翌月７日までに町長に提出

しなければならない。 

２ 資金の貸付申請は、医療機関ごとに１か月単位で行うものとする。 

（貸付けの決定） 

第７条 町長は、前条の規定による貸付申請書を受理したときは、内

容を審査し、資金の貸付けの適否及び金額を決定し、福祉医療費資

金貸付決定通知書（様式第５号）をもってその旨を貸付申請者に通

知するものとする。 
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（貸付けの方法） 

第８条 貸付金は、診療を受けた月の翌月２０日までに、前条の規定

による決定を受けた者（以下「借受人」という。）に支払うものと

する。 

（借受人の責務） 

第９条 借受人は、貸付けのあった月の月末までに、一部負担金等を

医療機関等へ支払うものとする。 

（貸付金への充当） 

第10条 町長は、貸付申請書に記載した受領委任事項に基づき、福祉

医療費助成金を貸付金に充当するものとする。 

（貸付条件） 

第11条 資金の貸付条件は、次のとおりとする。 

(1) 償還期限 町長から福祉医療費助成金の給付を受けることと

なる日 

(2) 償還方法 全額一括償還 

(3) 貸付利率 無利息 

（繰上償還） 

第12条 町長は、資金の貸付けを受けた者が、偽りその他不正の手段

により貸付けを受けたとき、又は資金を貸付けの目的以外に使用し

たときは、貸し付けた資金の全部又は一部を繰り上げて償還させる

ことができる。 

（貸付けの停止等） 

第13条 町長は、次の各号のいずれかに該当する貸付対象者で、その

行為が悪質なものと認められるときは、資金の貸付けを停止させる

ことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により貸付けを受けた者 

(2) 資金を貸付けの目的以外に使用した者 

(3) 医療機関等から請求書が発行されているにもかかわらず、貸付

申請を行わない者 

(4) 貸付金の交付を受けたにもかかわらず、医療機関等に資金の支

払を行わない者 

(5) 貸付金の償還を期日までに行わない者 

（違約金） 

第14条 町長は、借受人が第１１条第１号に規定する償還期限までに

償還すべき金額を支払わないときは、当該期日の翌日から支払の日

までの日数に応じ、当該金額に年１４．６パーセントの割合を乗じ
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て計算した金額に相当する延滞金を徴収する。ただし、当該支払期

日に支払わないことにつき災害その他やむを得ない理由があると認

めるときは、この限りでない。 

（その他） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、資金の貸付けに必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１７年８月１日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第２３号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年告示第５８号） 

この要綱は、平成２３年８月１日から施行する。 

附 則（平成２４年告示第２４号） 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第３３号） 

この要綱は、平成２７年８月１日から施行する。 

附 則（平成２７年告示第５３号） 

この要綱は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第４号に

掲げる規定の施行の日（平成２８年１月１日）から施行する。 
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様式 略 

 


